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【Abstract】

This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies and Bangladesh Companies 

in Bangladesh. Core personnel represents the particular person that is selected as a main stream 

management personnel at the eraly stage of his/her busuness carrier and promoted relatively faster than 

others.He/She is expected to play a role in a company in the future.
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1.　はじめに：研究の目的

　バングラデシュはかつて最貧国と言われていた
が，輸出世界 3 位の繊維産業を中心に近年経済成
長が目覚ましく，GDP が 2006 年から 2016 年ま
での 11 年間で 2 倍となるなど，BRICs に続く新
興国の NEXT11 に数えられるようになった。日
本企業のバングラデシュへの進出も増加し，①労
働集約型で低コストを指向する企業（アパレル，
皮革，IT アウトソーシング等），②国内需要指向
の企業（BtoC および BtoB），③ BOP 指向の企業，
④インフラプロジェクト指向の企業など多彩であ
り，2017 年 7 月段階で 255 社に達している 1）。
　バングラデシュへの日本企業の進出は続いてい
るが，海外における日系企業の経営に関しては以
下のような課題が指摘されている。生産現場では
有効な内部育成・内部昇進，そして結果的に生じ
る遅い昇進が，海外で敬遠され，せっかく育成し

てもすぐにやめてしまう。また，幹部候補の早期
選抜・育成も，日本企業の伝統的な人的資源管理
になじまず，海外子会社人材の活用において日本
企業が欧米企業に後れを取る要因とされている 2）。
また，日本企業における人事面の現地化の遅れ，
すなわち日系企業では経営者層になれない（なり
にくい）ということが現地人スタッフの昇進に対
する不満となり，有能な人材の採用や定着に関す
る問題を引き起こしていると言われている 3）。こ
れらの問題を解決するには，日本企業で行われて
いる HRM システムを職能資格制度から職務等級
制度へ改革する必要があるとされている 4）。
　鈴木の 1997 〜 2001 年に行ったアジア 10 か国
の日系企業の経営システムに関する調査では，日
系企業自身は業績・成果を重視した処遇管理を実
施しているつもりでも，実際は年功序列型昇進・
昇給制度が行われているという結果が明らかと
なった 5）。
　海外の日系企業が「将来中核を担うと目される
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コア人材をどのように選抜・育成・登用している
か」を調査（以下，「コア人材育成に関する調査」
と呼ぶ）することにより，前述の日系企業の課題
である（1）内部昇進・内部育成となっているか，

（2）早期選抜・育成になっているか，（3）経営者
層へ登用しているかについて，さらに（4）課題
を解決するのに必要とされる職務等級制度は導入
されているかについて明らかにしようとした。
　日系企業のコア人材育成に関する調査を，2002
年から現在までに鈴木はアジアの 14 か国・地域
で計 21 回行った（シンガポール，マレーシア，
タイ，中国，インド，香港，台湾，韓国，フィリ
ピン，インドネシア，ベトナム，ミャンマー，カ
ンボジア，バングラデシュ）6）。この調査により
現地国でどのような人的資源管理を行うかは，日
系企業が経営的に成功するか否かにとって重要な
要因であることが明らかとなった。また，8 か国

（中国 7），インドネシア，ベトナム，モンゴル，
ミャンマー，韓国，タイ，バングラデシュ）で現
地企業の調査を行った。
　バングラデシュの日系企業の経営上の課題の上
位 5 つは，1 位電力不足・停電，2 位従業員の賃
金上昇，3 位現地人材の能力・意識，4 位従業員
の質，5 位品質管理の難しさである。人材に関す
るものが 3 位と 4 位に挙げられている 8）。本調査
の目的はバングラデシュの日系企業の人材育成の
現状を明らかにすることにあるが，次の 2 点に注
力した。まず第 1 点は，バングラデシュの現地企
業 9）（以下，バングラデシュ企業と記す）との比
較である。バングラデシュ企業の人材育成はどの
ように行われているのか，バングラデシュ企業の
人材育成の実態を明らかにする。バングラデシュ
企業と比較することで，日系企業の能力・業績重
視，早期選抜・登用はどの程度のものかを明らか
にしたい。第 2 は 14 か国日系企業と 8 か国現地
企業の比較である。14 か国日系企業との比較で
在バングラデシュ日系企業の人材育成の現状を，
8 か国現地企業との比較でバングラデシュ企業の
人材育成の現状を測る目安とすることである。

2.　アンケート調査結果の概要

　今回のバングラデシュにおける日系企業に対す
る調査は，これまでの調査と同様にアンケート用
紙を送付する形で行った。2019 年 1 月，100 社へ
アンケート用紙を送付し，10 社から回答を得た。
前述したように，在バングラデシュ日系企業（以
下，バングラ日系と略す）の現状を測る目安とす
るために，これまでに調査したアジア 13 か国に
在バングラ日系企業を含んだ 14 か国の平均（以
下日系 14 か国平均と略す）も併記する。バング
ラデシュ企業は 2016 年 6 月に調査を行い，12 社
から回答を得た（同年 8 月に現地ヒアリング調査
を予定していたが，7 月にダッカ（現地の発音は
ダカが近いが，ダッカが一般的であるので，ダッ
カと表記する）で外国人向けテロ事件が発生した
ため，2019 年 3 月まで現地ヒアリング調査を延
期した）。同様に，バングラデシュ企業の現状を
測る目安とするために，これまでに調査したアジ
ア 7 か国にバングラデシュ企業を含んだ 8 か国の
平均（以下現地国企業平均と略す）も併記する。

2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の本社の業種
　バングラ日系は製造業が半数（50.0％）を占め
ている。製造業の中で最も多いのは消費関連製造
業（30.0％）で，建設・不動産業（20.0％）が 2
位である。次いで素材関連製造業，機械関連製造
業，金融・保険業，情報・メディア業，その他

（衣服検品）が 10.0％で続いている。19 年調査は
日系 14 か国平均と比べると，機械関連製造業

（41.6％）が特に少なく，建設・不動産業（4.4％）
が多い。バングラデシュ企業も製造業が半数を占
め て お り， 最 も 多 い の は 消 費 関 連 製 造 業

（25.0％）で，次いで素材関連製造業と情報・メ
ディア業（16.7％）である。現地国企業平均と比
べると，消費関連製造業（25.2％）はほぼ同じで
あるが，素材関連製造業（5.5％）と情報・メディ
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ア業（8.6％）が多い（表 1）。
　2-1.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，バン
グラ日系は 300 人未満の企業が 62.5％を占めてお
り，規模の小さい企業の比率が高い。日系 14 か
国平均は 300 人以上の企業が 75.6％で，バングラ
日系企業の本社の規模は平均よりかなり小さい。
バングラデシュ企業については 6-1.　現地（子）
会社の企業規模（従業員数）で取り上げる（表
2-1）。
　2-2.　海外子会社数
　バングラ日系は，多国籍企業の目安の 1 つであ
る海外子会社を 5 社以上有する企業は 4 社で，回
答のあった企業での比率は 40.0％である。多国籍
企業としての要素をクリアする企業が少ない（表
2-2）。
　3.　現地（子）会社設立年

　バングラ日系は，設立年数 10 年以下の新しい
企業は 77.7％で 4 分の 3 以上を占めている（設立
年数 11 年以上の企業が 22.2％）。日系 14 か国日
系企業の設立年数 10 年以下の平均は 36.4％で，
バングラ日系は平均よりも設立年数 10 年以下の
新しい企業が多い。バングラデシュ企業は設立年
数 11 年以上の企業が 63.6％を占めている。現地
国企業平均（67.7％）とほぼ同じで新しい企業は
少ない（表 3）。
　4.　現地（子）会社の企業形態
　バングラ日系は単独出資が圧倒的（70.0％）で，
合弁企業の比率が低い（30.0％，内訳は多数合弁
のみ，少数合弁 0）。日系 14 か国の平均は単独出
資が 66.2％で，バングラデシュの日系企業の進出
形態は，日系 14 か国の平均とほぼ同様である。
バングラデシュ企業は現地単独出資が 66.7％で，
現地国企業平均（93.3％）よりも外資との合弁企

表 1　本社の業種（％）
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 バングラ日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 消費関連製造業 25.0 25.2 30.0 22.2
2. 素材関連製造業 16.7 5.5 10.0 14.2
3. 機械関連製造業 8.3 4.8 10.0 41.6
4. 卸売・小売業 0 6.3 0 5.8
5. 金融・保険業 8.3 6.7 10.0 1.7
6. 建設・不動産業 8.3 10.3 20.0 4.4
7. 情報・メディア業 16.7 8.6 10.0 1.8
8. サービス・飲食店業 8.3 9.5 0 1.2
9. 運輸・通信業 8.3 4.2 0 5.4
10. エネルギー関連業 0 0.5 0 1.2
11. その他 0 13.3 10.0 3.4

表 2-1　本社規模（従業員数，％）
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

300 人未満 33.3 55.4 62.5 24.4
300 人以上    66.7 44.6 37.5 75.6

表 2-2　海外子会社数
海外子会社数 1 社 2 〜 4 社 5 〜 9 社 10 社以上

社数 3 3 0 4

表 3　現地（子）会社　設立年（％）
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

11 年以上前 63.6 67.7 22.2 63.6
6 〜 10 年前 18.2 13.7 55.5 20.6
5 年以内 18.2 18.6 22.2 15.8
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業が多い（表 4）。
　5.　�現地への進出目的（1 位を 3 点，2 位を 2 点，

3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）

　バングラ日系の上位は，1 位安価な労働力
（37.2％），2 位現地市場（18.6％），3 位法的・税
制等の優遇措置（14.0％）で，ここまでが 10％
以上である。日系 14 か国の平均は，1 位現地市
場（31.7％，バングラ日系との差は－13.1 ポイン
ト，以下％の後はバングラ日系との差である），2
位安価な労働力（25.1％，＋ 12.1 ポイント），3
位本社等関連企業との関係（13.6％，－13.6 ポイ
ント）である。バングラ日系は安価な労働力と法
的・税制等の優遇措置（＋ 5.7 ポイント）の多さ
が際立っている（表 5）。
　6-1.　現地（子）会社の企業規模（従業員数）
　バングラ日系現地子会社の企業規模を従業員数
で見ると，300 人未満の小規模な企業が 60％を

占める。日系 14 か国の平均も，300 人未満の企
業が 63.9％なので，バングラ日系は平均並みであ
る。バングラデシュ企業は 300 人未満の企業が
33.3％で，バングラ日系企業は無論，現地国企業
の平均よりも大規模の企業が多い（表 6-1）。
　6-2.　ホワイトカラー従業員数別企業数
　バングラ日系子会社をホワイトカラー従業員数
別に見ると，1 〜 9 人の企業が 5 社，10 〜 19 人
の企業が 2 社，20 〜 29 人の企業が 0，30 〜 39
人の企業も 0，40 〜 49 人の企業も 0，50 〜 99 人
の企業も 0，100 人以上の企業が 2 社で 1 社平均
は 55.6 人である。ホワイトカラーが 1 ケタしか
いない企業は 5 社（55.6％）で，15 年度に調査し
たインドやインドネシアの日系企業に比べて，ホ
ワイトカラーの人数が多い（表 6-2）。
　6-3.　�役員・管理職における日本人が過半数の

企業の比率
　バングラ日系の役員および管理職において日本

表 4　現地子会社　企業形態（％）
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

多数合弁 25.0 5.6 30.0 23.5
少数合弁 0 0 0 6.7
単独出資 66.7 93.3 70.0 66.2
その他 8.3 2.0 0 3.4

表 5　進出目的（％）
日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 安価な労働力 37.2 25.1
2. 現地市場 18.6 31.7
3. 第三国への輸出 9.3 10.9
4. 逆輸入 4.7 4.0
5. 本社等関連企業との関係 0 13.6
6. 法的・税制等の優遇措置 14.0 8.3
7. 情報収集 9.3 5.9
8. その他 7.0（技術移転） 0.5

表 6-2　バングラデシュ日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2019 年）

表 6-1　現地（子）会社の企業規模（従業員数，％）
現地 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

300 人未満 33.3 55.4 60.0 63.9
300 人以上 66.7 44.6 40.0 36.1

人数 1 〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 未記入 平均
社数 5 2 0 0 0 0 2 1 55.6
％ 55.6 22.2 0 0 0 0 22.2 11.1
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人が過半数となっている企業の比率を見ると，管
理職クラスでは日本人が過半数となっている企業
は少なく（30.0％），役員では日本人が過半数と
なっている企業は 75.0％で，日系 14 か国の平均
は，役員クラスで 84.9％，管理職クラスで 27.9％
であり，バングラ日系は役員クラスで平均より現
地化が進んでいると考えられる（表 6-3）。
　7.　�現地子会社へ移譲されている権限（全くな

いを 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）

　バングラ日系では，8 項目のうち 1 項目でしか
どちらかというと多いの 2 点を超えていなかった。
最も委譲度の高いものは，人件費総額の決定

（2.67 点），次に現地広報活動（1.89），固定資産
の購入・処分（1.50）で，中位数の 1.5 点を上回
る項目はこの 3 つである。1 点を下回る低い項目
は現地法人の役員人事（0.71 点），貸付・借入・
債務保証（0.80 点）である。日系 14 か国の平均
で 2 点以上の委譲度の高い項目は人件費総額の決
定，生産販売量の決定，現地広報活動の 3 つで，
1 点を下回る低い項目はない（表 7）。

2.　コア人材の育成について

　ここからは回答企業が，ホワイトカラーの中か
らコア人材の育成にどのように取り組んでいるか
を，（1）コア人材の充足度，（2）採用方法（内部
昇進・内部育成に関わる）・選抜要件・決定時期

（早期選抜・登用に関わる），（3）昇進させる職位
（経営者層への昇進ができるかに関わる）と必要
な職種，（4）育成施策の実施率とキャリア形成の
パターン（職務給制度の採用と関わる），（5）定
着施策，（6）コア人材制度の評価と受け入れ度の
順に見る｡
　8.　�コア人材の充足度について（かなり不足を

－2 点，やや不足を－1 点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1 点，かなり余剰を 2 点と
し，回答企業の平均をとった）

　バングラ日系では－1.20 で，日系 14 か国平均
の－1.27 よりも不足感は少し弱い。バングラデ
シュ企業は－0.50 で日系企業よりはもちろん，現
地国企業平均（－0.89）よりも不足感はかなり低
い（表 8）。
　9-1.　�採用方法について（選択肢 8，全くない

を 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと

表 6-3　役員・管理職において日本人が過半数を占める会社の比率（2016 年，％）
日系 19 年 日系 14 か国平均

役員 75.0 84.9
管理職 30.0 27.9

表 8　現地コア人材の充足度

表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 人件費総額の決定 2.67 2.64
2. 固定資産の購入 ･ 処分 1.50 1.97
3. 生産販売量の決定 1.20 2.24
4. 利益処分・再投資 1.13 1.54
5. 貸付 ･ 借入 ･ 債務保証 0.80 1.31
6. 現地法人の役員人事 0.71 1.17
7. 新事業の企業化 1.38 1.20
8. 現地広報活動 1.89 2.04

バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均
－0.50 －0.89 －1.20 －1.27
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いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点と
し，回答企業の平均をとった）

　コア人材の採用方法は，バングラ日系企業は新
聞・求人雑誌等による採用と社員による紹介が同
率（1.40）1 位で，第 3 位はインターネットによ
る採用であるが 1.13 である。8 つの選択肢のうち
中位数の 1.5 点を超えるものはない。内部育成で
ない採用方法のうち，本社からの派遣・出向

（0.78）や関連企業等からの出向・転籍（0.33）は
少なく，他社からヘッドハントは 4 位であるが，
1.00 であり，多いとは言えない。したがって，内
部昇進・内部育成中心と考えられる。日系 14 か
国平均を見ると，1 位は職業紹介機構を通じての
採用（1.61），2 位は新聞・求人雑誌等による採用

（1.37）である。本社からの派遣・出向（0.91），
他社からヘッドハント（0.73）と関連企業等から
の出向・転籍（0.52）は日系 14 か国平均でも少
ない。バングラデシュ企業は社員による紹介

（2.30）が最も多い。2 位はインターネットによる
採用（1.90）である。1 位と 2 位は現地国企業平
均と同じ項目である（表 9-1）。

　9-2.　�コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1 位を 3 点，2 位を 2 点，3 位
を 1 点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）

　選抜要件はバングラ日系では 1 位問題解決力
（20.0％），2 位は同率で人柄と実行力（16.7％），
4 位社内外の過去の実績（15.0％）である。他に
10％以上のものは語学力とリーダーシップであ
る。選抜要件の日系 14 か国の平均は，1 位リー
ダーシップ，2 位実行力，3 位問題解決力である。
バングラデシュ企業は 1 位語学力（12.5％），2 位
人柄（11.6％），3 位はリーダーシップ（11.2％）
で，10％以上のものは他に専門性と問題解決力
である。バングラデシュ企業の上位 3 つのうち，
日系企業で上位に入っている要件は人柄だけであ
り，両国企業で選抜要件が異なっている。現地国
企業平均の上位は，1 位専門性，2 位実行力，3
位学歴でバングラデシュ企業と異なっている（表
9-2）。
　10-1.　�コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う

ち 1 つ回答）

表 9-2　コア人材の選抜要件（％）

表 9-1　現地コア人材の採用方法
採用方法 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 新規学卒者の定期採用 1.00 1.32 0.44 0.91
2. 新聞・求人雑誌等による採用 1.67 1.15 1.40 1.37
3. 職業紹介機構を通じての採用 1.20 0.99 0.78 1.61
4. 他社からヘッドハント 1.33 0.71 1.00 0.73
5. 本社からの派遣・出向 1.09 0.39 0.78 0.91
6. 関連企業等からの出向・転籍 0.75 0.83 0.33 0.52
7. 社員による紹介 2.30 2.01 1.40 1.12
8. インターネットによる採用 1.90 1.76 1.13 0.97

選抜要件 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均
1. 語学力 12.5 8.6 11.7 7.8
2. 学歴（含資格，学位） 9.9 11.2 1.7 2.6
3. 社内での実績 5.5 7.0 0 9.6
4. 社内外の過去の実績 9.1 7.5 15.0 7.4
5. 将来性 9.1 5.9 3.3 4.5
6. 人柄 11.6 9.5 16.7 9.2
7. リーダーシップ 11.2 7.9 10.0 19.2
8. 実行力 9.9 13.8 16.7 14.5
9. 専門性 10.3 14.9 1.7 8.4
10. 問題解決力 10.3 9.4 20.0 13.3
11. 洞察力 0 4.5 3.3 3.0
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　バングラ日系のコア人材選抜の決定時期は，1
位が入社時（30.0％）で，入社後 1 〜 3 年，入社
後 3 〜 5 年，入社後 5 年以上が同率（20.0％）2
位である，5 位は入社後 1 年以内（10.0％）であ
る。入社後 3 年以内にコア人材として選抜する企
業が 60.0％である｡ 入社後 3 年以内に選抜する企
業の日系 14 か国の平均は 38.3％なので，バング
ラ日系はかなり早い選抜である。バングラデシュ
企業で入社後 3 年以内にコア人材に選抜している
のは 100％で，バングラ日系よりはもちろん，現
地国企業平均（82.2％）よりも早く選抜している

（表 10-1）。
　10-2.　�コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，

うち 1 つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，バングラ日系は
子会社の社長・役員が 70.0％を占めて圧倒的であ
る。日系 14 か国の平均も子会社の社長・役員が
圧倒的である（80.7％）。バングラデシュ企業は
社長・役員が 50.0％で最も多いが，人事部門もか
なり多い（41.7％）。大規模企業が多いためと考
えられる。現地国企業平均で社長・役員（61.3％）
に次いで多い直属上司（21.2％）は 0 である（表

10-2）。
　11-1.　�昇進させる職位（選択肢 4，全くないを

0 点，あまりないを 1 点，どちらかとい
うと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）

　昇進させる職位は，バングラ日系は子会社部長
クラスが圧倒的（2.00）であり，日系 14 か国の
平均も子会社部長クラスが圧倒的である（2.25）。
役員になる比率（1.14）は，日系 14 か国平均

（1.08）と差はあまりないが，子会社社長に昇進
させる比率（1.00）はやや高い。バングラデシュ
企業でもコア人材を昇進させる職位は部長クラス
までの企業が最も多いが，1.45 で中位数（1.5）
を超えていない。現地国企業平均（2.00）よりも
かなり低い。バングラデシュ企業に対するヒアリ
ングによれば，同族企業は部長クラスに昇進する
のも大変だということであった。ミャンマー企業
と同様の傾向である 10）（表 11-1）。
　11-2.　�コア人材を必要とする職種（選択肢 6，

全く必要としないを 0 点，あまり必要
としないを 1 点，どちらかというと必
要とするを 2 点，非常に必要とするを 3

表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）

表 10-1　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
決定する時期 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 入社時 50.0 28.8 30.0 10.1
2. 入社後 1 年以内 33.3 26.5 10.0 7.4
3. 入社後 1 〜 3 年 16.7 26.9 20.0 20.8
4. 入社後 3 〜 5 年 0 12.8 20.0 27.6
5. 入社後 5 年以上 0 5.1 20.0 34.1

決定するもの バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均
1. （子）会社直属上司 0 21.2 10.0 8.2
2. （子）会社人事部門 41.7 12.8 0 4.1
3. （子）会社の特別委員会 8.3 2.6 10.0 2.5
4. （子）会社社長 ･ 役員 50.0 61.3 70.0 80.7
5. 本社人事部 0 2.1 10.0 5.1

表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. （子）会社部長クラス 1.45 2.00 2.00 2.25
2. （子）会社役員クラス 0.73 1.25 1.14 1.08
3. （子）会社社長 0.10 0.85 1.00 0.46
4. 本社役員クラス 0.56 0.43 0.44 0.15

バングラデシュにおける日系企業のコア人材育成 21



点とし，回答企業の平均をとった）
　バングラ日系の必要とする職種の 1 位は同率

（2.40）で財務・経理と生産・技術である。財務・
経理は現地当局との折衝が必要なためであり，生
産・技術は進出企業に製造業が多いためと考えら
れる。日系 14 か国の平均は，1 位は生産・技術

（2.33）で，2 位が財務・経理（2.22）である。必
要性が高い理由は，バングラ日系と同様である。
バングラデシュ企業は 1 位生産・技術（2.55），2
位開発・設計（2.45），3 位営業（2.00）である。
2 点以上はこの 3 つである。現地国企業平均は，
1 位営業（2.29），2 位生産・技術（2.21），3 位開
発・設計（2.17）で，バングラデシュ企業は生
産・技術と開発・設計の必要性が強いようである

（表 11-2）。
　12-1.　�コア人材育成の施策（選択肢 4，全く実

施していないを 0 点，あまり実施して
いないを 1 点，どちらかというと実施
しているを 2 点，大いに実施している
を 3 点とし，回答企業の平均をとった）

　バングラ日系のコア人材育成の施策は，1 位の
「コア人材を意識したキャリア形成」でも 1.30 で，
中位数の 1.5 点を超えているものはなく，コア人
材育成策の実施率は高いとは言えないと考えられ
る。日系 14 か国の平均も 1.5 点を超えているも

のはなく，1 位の「コア人材を意識したキャリア
形成」でも 1.41 で，アジア 14 か国の日系企業の
コア人材育成策の実施率も高いとは言えない。バ
ングラデシュ企業の 1 位は同率で「コア人材を意
識した能力開発プログラム」と「コア人材を意識
したキャリア形成」で2.55と非常に実施率が高い。
現地国企業平均は，1 位「社外の研修機関への派
遣」（1.60）で，1.5 点を超えているものはこれ 1
つだけである。バングラデシュ企業のコア人材育
成の施策の実施率が高い（表 12-1）。
　12-2.　�キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，

「今まで」と「今後」で 1 つずつ回答）
　バングラ日系では，今まで 1 位だったパターン
2（一定年齢までに一つの職務で専門性を身につ
け，その分野のプロフェッショナルを育成する
キャリア）が，今後は 10 ポイント減る（50.0％
から 40.0％へ）が，今後もパターン 2 は同率で 1
位である。今まで最少であったパターン 1（一定
年齢までに幅広い職務を経験し，将来の中核とな
る 人 材 を 育 成 す る キ ャ リ ア ） が 大 幅 に 増 え

（20.0％から 40.0％へ）最も多くなる。日系 14 か
国の平均では，傾向的にはバングラ日系と同様に，
今まで 1 位だったパターン 2 が減少し，パターン
1 が今後は最多となる。バングラデシュ企業は今
までは 1 位だったパターン 2 がやや減少するが，

表 12-1　コア人材の育成施策

表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 営業 2.00 2.29 2.00 1.89
2. 総務・人事 1.92 1.94 2.00 1.93
3. 財務・経理 1.83 2.07 2.40 2.22
4. 開発・設計 2.45 2.17 1.78 1.64
5. 生産・技術 2.55 2.21 2.40 2.33
6. 法務・特許 1.67 1.61 1.50 1.24

育成施策 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均
1. 社外の研修機関（含大

学）への派遣 1.00 1.60 1.10 1.04

2. 本社へ出向させ上位の
職務を経験させる 1.00 0.54 0.56 1.07

3. コア人材を意識した能
力開発プログラム 2.55 1.38 1.20 1.21

4. コ ア 人 材 を 意 識 し た
キャリア形成 2.55 1.00 1.30 1.41
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1 位のままである（56.3％から 50.0％へ）。最少
だったパターン 1 が 2 倍に増える。現地国企業平
均も 1 位だったパターン 2 がやや減少し，パター
ン 1 が増えるのは同様であるが，パターン 3（一
定年齢までに狭い範囲の職務を経験し，企業内ス
ペシャリストを育成するキャリア）がやや増える
のに対して，バングラデシュ企業は減少する。職
務等級と関わるパターン 2 はバングラ日系よりも
多い（表 12-2）。
　13.　�コア人材を定着させるための施策（選択

肢 11，全く有効でないを 0 点，あまり有
効でないを 1 点，どちらかというと有効
であるを 2 点，非常に有効であるを 3 点
とし，回答企業の平均をとった）

　定着施策で有効なものは，バングラ日系は 1 位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2 位が昇進・昇格
のスピード，3 位能力開発の機会の拡充，4 位裁
量権の拡大である。日系 14 か国の平均は 1 位給
与・賞与の反映幅の拡大，2 位昇進・昇格のス
ピード，3 位は裁量権の拡大，4 位能力開発の機

会の拡充である（2 点以上はここまで）。バング
ラデシュ企業は，1 位報奨金・奨励金制度，2 位
能力開発の機会の拡充，3 位給与・賞与の反映幅
の拡大，4 位昇進・昇格のスピードで，バングラ
日系は無論のこと，現地国企業平均（4 位 2.20）
よりも報奨金・奨励金制度が有効だと考えている

（表 13）。
　14.　�コア人材制度の評価（選択肢 12，違うを

0 点，やや違うを 1 点，まあそうだを 2 点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）

　選択肢の 1 番から 5 番はプラス評価に関するも
ので，6 番から 12 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して　バングラ日系は 1 位
が「限られた資源を有効に活用するシステムであ
る」（2.80）で，2 位は「人材が流動化する中で有
効な人材育成のシステムである」（2.70），3 位が

「世の中の変化に対応できるシステムである」
（2.60），4 位「ホワイトカラーの選抜に有効なシ

図１　コア人材のキャリア形成のパターン

年齢

1

職務

一定年齢までに幅広い職
務を経験し，将来の中核
となる人材を育成する
キャリア

年齢

2

職務

一定年齢までに１つの職
務で高度な専門性を身に
つけ，その分野のプロ
フェッショナルを育成す
るキャリア

年齢

3

1

これまで

キャリア
形成の
パターン

今後 2 3

職務

一定年齢までに狭い範囲
の職務を経験し，企業内
スペシャリストを育成す
るキャリア

表 12-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

今まで パターン 1 18.8 34.9 20.0 18.8
パターン 2 56.3 46.6 50.0 47.4
パターン 3 25.0 18.6 30.0 33.8

今後　 パターン 1 37.5 41.3 40.0 40.3
パターン 2 50.0 38.8 40.0 26.1
パターン 3 12.5 20.0 20.0 33.7
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ステムである」（2.56）で，4 項目で 2.50 以上で 5
項目とも 2 点以上である。バングラデシュ企業は
1 位が「能力があるものを魅きつけるシステムで
ある」（2.92），2 位「世の中の変化に対応できる
システムである」（2.55），3 位「限られた資源を
有効に活用するシステムである」（2.50）であり，
3 項目で 2.50 以上で 5 項目とも 2 点以上である。
コア人材制度への評価は日系企業同様高い（表
14-1）。
　（2）マイナス評価に関して　バングラ日系 1 位
は「コア人材の要件を満たす人材が少ない」

（2.50），2 位「選抜のための基準作りや評価が難
しい」（2.30），3 位「コア人材の育成に費用や時
間がかかる」（2.10）となった。2 点以上はこの 3
つで，日系 14 か国の平均とは順番は変わってい
ない。バングラデシュ企業は 1 位が「コア人材の
要件を満たす人材が少ない」であるが 1.55 で，
コア人材制度をマイナスに評価する度合いはバン
グラ日系よりかなり低いようである（表 14-2）。
　15.　�コア人材制度という考え方の受け入れに

ついて（全く受け入れられないを 0 点，
あまり受け入れられないを 1 点，どちら

表 13　コア人材を定着させる施策
定着施策 バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 給与・賞与の反映幅拡大 2.45 2.43 2.60 2.48
2. 昇進 ･ 昇格のスピード 2.25 2.16 2.50 2.26
3. 能力開発機会の拡充 2.50 2.33 2.40 2.00
4. 裁量権の拡大 1.67 1.89 2.30 2.01
5. 報奨金 ･ 奨励金制度 2.67 2.20 2.20 1.78
6. ストックオプション制度 1.92 1.60 0.78 0.71
7. 社内公募制 1.09 1.55 0.89 0.82
8. 表彰制度 2.00 2.23 2.00 1.56
9. 福利厚生の充実 1.25 2.13 2.25 1.74

表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価

表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

1. 世の中の変化に対応できるシ
ステムである 2.55 2.08 2.60 2.16

2. 限られた資源を有効に活用す
るシステムである 2.50 2.23 2.80 2.34

3. 人材が流動化する中で有効な
人材育成のシステムである 2.42 2.22 2.70 2.30

4. ホワイトカラーの選抜に有効
なシステムである 2.27 1.97 2.56 1.89

5. 能力があるものを魅きつける
システムである 2.92 2.34 2.44 2.34

バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均
6. 選抜のための基準作りや評価

が難しい 1.27 1.64 2.30 2.34

7. コア人材として選抜されたも
のへの負担が大きい 0.91 1.70 1.44 1.52

8. コア人材の育成に費用や時間
がかかる 1.33 2.07 2.10 2.29

9. コア人材の要件を満たす人材
が少ない 1.55 2.06 2.50 2.44

10. コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われる 1.00 1.48 0.80 1.33

11. 人間関係がギクシャクする 0.82 1.36 1.11 1.19
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かというと受け入れられるを 2 点，大い
に受け入れられるを 3 点とし，回答企業
の平均をとった）

　（1）コア人材制度の受け入れについて，バング
ラ日系は 2.56 で，日系 14 か国の平均 2.11 を大き
く上回っている。バングラデシュ企業はさらに高
い 2.75 である。現地国企業平均は 2.22 であるの
で，バングラデシュではコア人材制度はかなり受
け入れられると理解されている（表 15-1）。
　バングラ日系のコア人材制度の受け入れについ
て，設立年数別，ホワイトカラーの人数別，コア
人材の決定時期別にみると，
　（2）設立年数別では，11 年以上は 2.00，6 〜
10 年は 2.50，5 年以内は 3.00 である。設立期間
が長くなるほど受け入れ度が高くなるとは必ずし
も言えない（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1 〜 9 人が

5 社で 2.40，10 〜 19 人が 2 社で 3.00，20 〜 29 人，
30 〜 49 人，50 〜 99 人の企業無し，100 人以上 2
社で 3.00 である。ホワイトカラーの人数が多く
なるほど受け入れ度が高くなる可能性はあるが，
回答数が少ないため確定的なことは言えない（表
15-3）。
　（4）コア人材の決定時期別では，入社時が 3.00，
入社後 1 年以内 3.00，同 1 〜 3 年が 2.00，同 3 〜
5 年が 3.00，同 5 年以上が 2. 00 である。決定年
数が早くなるほど受け入れ度が高くなる傾向があ
るとは必ずしも言えない（表 15-4）。

3.　ヒアリング調査結果の概要

　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業の中から，バングラ日
系は 10 社の中から 4 社を対象に，バングラデ

表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
バングラ企業 16 年 現地国企業平均 日系 19 年 日系 14 か国平均

受け入れ度 2.75 2.22 2.56 2.11

表 15-4　コア人材制度の決定時期別受け入れ度（日系企業 19年調査）

表 15-3　コア人材制度のホワイトカラーの人数別受け入れ度（日系企業 19年調査）
ホワイトカラーの人数 社数 受け入れ度

1 〜 9 5 2.40
10 〜 19 2 3.00（内わからない　1）
20 〜 29 0
30 〜 49 0
50 〜 99 0
100 以上 2 3.00
未記入 1 2.00

社数 受け入れ度
入社時 3 3.00

入社後 1 年以内 1 3.00
入社後 1 〜 3 年 2 2.00
入社後 3 〜 5 年 2 3.00（内わからない　1）
入社後 5 年以上 2 2.00

表 15-2　コア人材制度の設立年数別受け入れ度（日系企業 19年調査）
進出時期 社数 受け入れ度
11 年以上 2 2.00
6 〜 10 年 5 2.50（内わからない　1）
5 年以内 2 3.00
未記入 1 3.00
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シュ企業は同様に 12 社の中から 3 社を対象に，
2019 年 3 月に実施した。実施した企業は地域別
では，すべてダッカ市所在である。
　1.　バングラ日系の業種は，情報・メディア業

（A 社），運輸・通信業（B 社），消費関連製造業
（C 社），建設・不動産業（D 社）である。アン
ケート調査より製造業の比率が低い。バングラデ
シュ企業の業種は 3 社とも消費関連製造業（繊維
品製造業 E，F，G 社）である。
　2.　バングラ日系の現地子会社設立年は，6 〜
10 年が 3 社（75％，B，C，D 社），5 年以内が 1
社（25％，A 社）である。5 年以内の企業の比率
はアンケート（22.2％）とほぼ同じである。バン
グラデシュ企業の設立年は，11 〜 15 年が 2 社

（66.7％，E，F 社），5 年以内が 1 社（33.3％，G
社）である。
　3.　バングラ日系の現地子会社の企業形態は，
3 社が日本側の多数合弁，単独出資は 1 社のみ

（B 社）である。単独出資の比率はアンケート
（70.0％）よりも低い。バングラデシュ企業の企
業形態は，国内資本のみは 1 社（F 社），バング
ラデシュ側の多数合弁 1 社（G 社），100％外資系
企業 1 社（E 社）である。ただし，E 社の経営は
完全に現地化（親会社からの派遣者はいない）し
ているため，人材育成面ではバングラデシュ企業
として扱った。
　4.　バングラ日系の進出目的の 1 位は，安価な
労働力が 2 社（B，C 社），現地市場が 1 社（A
社），技術移転および人材育成が 1 社（D 社）で
ある。2 位以下を含めてアンケートと同様に計算
すると，安価な労働力（47.1％），同率で現地市
場と技術移転および人材育成（17.6％），逆輸入

（11.8％），以下情報収集（5.9％）である。アン
ケートの結果よりも安価な労働力が高く，法的・
税制等の優遇措置（14.0％）の比率が低い。
　5.　現地（子）会社の企業規模
　バングラ日系は 4 社中 3 社が 300 人未満でアン
ケート（60.0％）よりも小規模な企業の比率が高
い。ホワイトカラーの人数は，1 〜 9 人が 2 社，
11 〜 20 人が 1 社，100 人以上が 1 社である。バ
ングラデシュ企業の企業規模は，3 社とも 300 人

以上である。ホワイトカラーの人数は，40 〜 49
人が 1 社，50 〜 99 人が 1 社，100 人以上が 1 社
である。 
　ここからコア人材について，（1）コア人材の充
足度，（2）採用方法と選抜要件，（3）選抜の決定
時期，（4）昇進させる職位と必要な職種，（5）育
成施策とキャリア形成パターンの変化，（6）定着
施策，（7）受け入れ度の順に見る。
　（1）コア人材の充足度
　コア人材の充足度は，バングラ日系はかなり不
足 2 社，やや不足 1 社，充足 1 社で，アンケート

（－1.20）と同様に計算すると－1.25 で，アンケー
トとほぼ同じである。アジアの日系企業の中では
充足度はほぼ平均的である。バングラデシュ企業
は，充足，かなり余剰，やや不足 1 社ずつで，や
はりアンケート（－0.50）と同様に計算すると
0.33 で，アンケートより充足感はかなり大きい。
　（2）採用方法・選抜要件
　採用方法は，バングラ日系は社員による紹介 3
社，インターネットによる採用 1 社，他に他社か
らヘッドハント，新聞・求人雑誌等による採用が
各 2 社（複数回答）である。社員による紹介がア
ンケート（1.40）よりも多い。本社からの派遣・
出向等はなく，コア人材を内部育成・昇進させて
いると思われる。バングラデシュ企業は，イン
ターネットによる採用 2 社，社員による紹介 2 社，
職業紹介機構と新聞・求人雑誌等による採用が各
1 社（複数回答）である。
　選抜要件をアンケートと同様に計算すると，バ
ングラ日系は 1 位語学力（20.8％），2 位同率で洞
察力と問題解決力（16.7％），4 位同率で人柄，社
内外の過去の実績，実行力（12.5％）で，10％以
上 は こ こ ま で で あ る。 語 学 力 を ア ン ケ ー ト

（11.7％）よりも重視している。
　バングラデシュ企業は同様に計算すると，1 位
学歴（33.3％），2 位専門性（22.8％），3 位社内で
の実績（16.7％），4 位は同率で問題解決力と社内
外の過去の実績（11.1％），10％以上はここまで
である。
　（3）選抜の決定時期について
　バングラ日系は，入社時 2 社（A，D 社），入
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社後 1 年以内 1 社（B 社），1 〜 2 年で転職する
ことがあるので入社後 1 〜 3 年が 1 社（C 社）で，
3 年以内という企業の比率（100％）はアンケー
ト（60.0％）より高い。バングラデシュ企業の決
定時期は，入社時 2 社，入社後 1 年以内 1 社（G
社）で，入社後 1 年以内 100％で，日系企業より
もかなり早期に選抜・登用している。
　（4）コア人材を昇進させる職位と必要な職種
　昇進させる職位は，バングラ日系は子会社社長

（A 社），子会社部長（B 社），本社役員（D 社），
不明（C 社）である。アンケートよりも子会社社
長，本社役員に昇進させる比率が高い。子会社社
長以上に登用しようとしている割合は，66.7％で
ある。バングラデシュ企業は，部長 2 社（E，F
社），課長 1 社（G 社，オーナー企業なので）で
ある。オーナー企業では部長以上に昇進する比率
は低い。
　必要な職種は，バングラ日系は生産・技術 3 社，
財務・経理と営業各 2 社，開発・設計，法務・特
許各 1 社（複数回答）である。アンケートと同様
生産・技術と財務・経理の必要度が高い。C 社に
よると，税務署との関係で財務・経理が，税関と
の関係で法務・特許が必要である。バングラデ
シュ企業は生産・技術 2 社（F，G 社），営業 1
社（E 社）である。
　（5）コア人材としての育成施策とキャリア形成
のパターンについて
　バングラ日系は，コア人材を意識したキャリア
形成が 2 社（B，D 社），社外の研修機関への派
遣 1 社（A 社），日本本社へ出向させ上位の職務
を経験させる 1 社（C 社）である。バングラデ
シュ企業は，社外の研修機関（繊維関係の協会）
への派遣 1 社（E 社），コア人材を意識したキャ
リア形成が 1 社（F 社），コア人材を意識した能
力開発プログラム 1 社（G 社）である。
　キャリア形成のパターンは，バングラ日系は，
今後は「一定年齢までに狭い範囲の職務を経験し，
企業内スペシャリストを育成するキャリア」であ
るパターン 3 が 2 社（A，D 社），「一定年齢まで
に 1 つの職務で高度な専門性を身につけ，その分
野のプロフェッショナルを育成するキャリア」で

あるパターン 2 が 2 社（B，C 社）である。アン
ケートで 40％を占めていた「一定年齢までに幅
広い職務を経験し，将来の中核となる人材を育成
するキャリア」であるパターン 1 は 0 であった。
　バングラデシュ企業は，3 社ともパターン 2 の

「一定年齢までに 1 つの職務で高度な専門性を身
につけ，その分野のプロフェッショナルを育成す
るキャリア」である。
　（6）コア人材を定着させるために最も有効な施
策
　バングラ日系は，「能力開発機会の拡充」が 2
社（A，D 社），「昇進・昇格のスピード」が 1 社

（B 社），「給与・賞与の反映幅の拡大」が 1 社（C
社）である。バングラデシュ企業は，「昇進・昇
格のスピード」が 2 社（E，G 社），「給与・賞与
の反映幅拡大」1 社（G 社，複数回答），「表彰制
度」1 社（F 社）と「福利厚生の充実」1 社（F 社，
複数回答）である。
　（7）コア人材制度について
　バングラ日系は，「あまり受け入れられない」

（C 社）を除く，3 社が「大いに受け入れられる」
としている。アンケートと同様に計算すると，
2.50 でアンケート（2.56）とほぼ同じである。バ
ングラデシュ企業は，「大いに受け入れられる」2
社（E，F 社），「どちらかというと受け入れられ
る」は 1 社（G 社），アンケートと同様に計算す
ると，2.67 でアンケート（2.75）よりやや低かっ
た。

4.　終 わ り に

　在バングラデシュ日系企業がコア人材の育成に
どのように取り組んでいるかを，アジアに進出し
た日系企業（14 か国の平均）とバングラデシュ
企業との比較を中心に見てきたが，（1）内部昇
進・内部育成に関わる採用方法，（2）早期選抜・
登用に関わる決定時期，（3）経営者層となれるか
に関わる昇進させる職位，（4）職務等級制度の採
用と関わるキャリア形成のパターン，（5）コア人
材制度の受け入れ度について，アンケート調査と
ヒアリング調査を総合すると，以下のとおりであ
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る。
　（1）内部昇進・内部育成に関わる採用方法につ
いて，バングラ日系はアンケートによれば，新
聞・求人雑誌等による採用と社員による紹介が主
であるが，ヒアリングではヘッドハントも行われ
ている。次の早期選抜・登用から見られるように
内部育成・昇進に拘っていない可能性がある。バ
ングラデシュ企業は社員による紹介とインター
ネット・サイトによる採用が圧倒的で，日系企業
よりも早期選抜・登用されていることから，やは
り内部育成・昇進に拘っていないようである。
　（2）早期選抜・登用に関わる決定時期について，
バングラ日系は 60％が 3 年以内にコア人材の対
象者を決定しており，日系 14 か国平均よりもか
なり早い。この傾向は，ヒアリングでも同様であ
る。バングラデシュ企業の選抜・登用はバングラ
日系企業よりもっと早く，50％が入社時に決定
しており，3 年以内に全員が決定している。
　（3）経営者層となれるかに関わる昇進させる職
位について，バングラ日系はコア人材が昇進でき
る職位は子会社部長までが最も高く，日系 14 か
国平均よりやや低いが大差はない。それでも役員
以上になる比率は日系 14 か国平均より高く，特
に子会社社長になる比率（1.00）は日系 14 か国
平均（0.46）の倍以上である。ヒアリングで，バ
ングラデシュ企業は部長以上になる比率が日系よ
り低い。ヒアリングよると，オーナー企業 G 社
では，昇進は課長までであり，オーナー企業では
部長以上に昇進する比率は低い，としている。
　（4）キャリア形成のパターンについて，バング
ラ日系企業では，職務給制度の採用と関わる 1 つ
の職務に限定するキャリアパターン 2 を取る企業
は今までは最も多いが，今後はやや減少する。そ
れでも，3 つのパターンの中でパターン 1 と並び
最も多い。バングラデシュ企業は，今までも今後
もパターン 2 をとる企業が最も多い。両国企業と
も職務給制度を比較的多く採用している。
　（5）コア人材制度の受け入れ度について，バン
グラデシュ企業の受け入れ度（2.75）は，調査し
た外国企業の中（ベトナム第 2 回調査 2.47 11），
ミャンマー 2.43 ，韓国 2.20 12），タイ 2.10 13），イ

ンドネシア 1.85 14），モンゴル 1.83 15））では最も
高い。バングラ日系は 2.56 で，日系企業のアジ
ア 14 か国平均（2.11）を大きく上回り，14 か国
中香港（2.57 16））に次いで 2 位である。バングラ
日系企業はバングラデシュでコア人材制度の受け
入れ度が高いことについて，かなり良く対応して
いるといえる。
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アジア経済研究所，2014 年。

［7］	 長田華子『バングラデシュの工業化とジェンダー―日系縫
製企業の国際移転』御茶ノ水書房，2014 年。

［8］	 天野倫文他編著『新興国市場戦略論―拡大する中間層市場
へ・日本企業の新戦略』有斐閣，2015 年。

［9］	 深沢光樹「南アジア―多国籍企業とバングラデシュ縫製業」

福田邦夫・大津健登編『現代アジア・アフリカ政治経済論
―韓国，バングラデシュ，ケニア，チュニジアの地平』西
田書店，2015 年。

［10］	谷内篤博『個性を活かす人材マネジメント―近未来型人事
革新のシナリオ』勁草書房，2016 年。

［11］	「特集南西アジア―ここから羽ばたけ」『ジェトロセンサー』
2016 年 9 月号，ジェトロ。

［12］	大橋正明他編著『バングラデシュを知るための 66 章』第 3
版，明石書店，2017 年。

［13］	八代充史『日本的雇用制度はどこへ向かうのか―金融・自
動車業界の資本国籍を越えた人材獲得競争』中央経済社，
2017 年。

［14］	一條和生・野村総合研究所グローバルマネジメント研究チー
ム編著『グローバル・ビジネス・マネジメント―経営進化
に向けた日本企業への処方箋』中央経済社，2017 年。

［15］	「バングラデシュの経済，ビジネス，課題」日本貿易振興機
構（JETRO）ダッカ事務所，2017 年 10 月。

　今回の調査に関して，在バングラデシュ日系企業，
バングラデシュ企業の方々および Japan-Bangladesh 
Chamber of Commerce and Industry 名誉会長の
Hussain 先生に大変お世話になりました。ここに記し
て感謝を申し上げます。また，アンケートに日系企
業 1 社，バングラデシュ企業 5 社から意見を書いて
いただきました。今後の研究に生かしたいと思いま
す。
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事例1　情報・メディア業A社

1.　会 社 概 要
業　　種：ソフトウエア作成
設立年月：2015 年 3 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位安価な労働力，
第 3 位情報収集（バングラデシュは IT 人材が豊
富なため）
企業形態：日本側 67％出資（進出当初は 99％日
本側出資だったが，最近現地側の大幅増資となっ
た）。
現地従業員数：15 人（全員ホワイトカラー）
役 員 数：4 人（社長以下全役員バングラデシュ
人）
　日本人会長（日本側親会社の社長）にヒアリン
グを行った。

2.　コア人材の充足度
　コア人材はやや不足である。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は信用できるので，社員による
紹介を主にしている。
　コア人材の選抜要件として，第一に社内外での
過去の実績である。第二に人柄で，仕事に価値を
認める人間である。第三に問題解決力である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
日本人会長とバングラデシュ人の社長で最終的に

決める。
　コア人材に決定するのは，選抜要件で見たよう
に実績がある人を採用するので，入社時である。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，社外の研修機関へ
の派遣を行っている。社外の研修機関への派遣と
しては，（社内言語は英語であるが）希望者に日
本語を学ばせに行かせている。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでも
今後も一定年齢までに IT エンジニアという狭い
範囲の職務を経験させ企業内スペシャリストを育
成する方法である。

5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材として，IT 企業であるので，開発・
設計職，生産・技術職が必要である。
　コア人材の昇進は，すでに現地子会社の社長は
出ているので，社長まで可能である。

6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，能力開発機会の拡
充，裁量権の拡大が非常に有効と考えている。

7.　コア人材に対する考え方
　バングラデシュではジョブホップが多く，長期
的に勤める人は少ないため，コア人材制度は，人
材が流動化する中で有効な人材育成のシステムで
あるので大いに受け入れられる。

資料　ヒアリング調査の記録　バングラデシュにおける日系企業（4社ともダッカ市）
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事例2　運輸・通信業B社

1.　会 社 概 要
業　　種：衣服検品，ロジスティック業
設立年月：2009 年 11 月
進出目的：安価な労働力のみ
企業形態：単独出資
現地従業員数：1400 人（内ホワイトカラー 140
人）
管理職数：31 人（内日本人 10）
役 員 数：2 人（日本人 2 人）
　日本人副社長にヒアリングした。

2.　コア人材の充足度
　コア人材のイメージは現場を成立させ，検品だ
けでなくロジスティックもスピード感を持って，
サービスを提供できる人である。コア人材はかな
り不足していると感じている。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，インターネットによる採用が最も
多い。新聞・求人雑誌等による採用，他社から
ヘッドハント，社員による紹介も行っている。イ
ンターネットへの応募者が 1000 人に達すること
もある。
　コア人材の選抜要件は，第一に実行力，第二に
語学力，第三に人柄であるが，社内で幹部として
権威を維持するには学歴が重要である。大学に行
けなかったマネジャーは Open University に通っ
ている。会社は学費は出さないが，休暇は与えて
いる。
　コア人材を最終的に決定するのは子会社の日本
人社長・役員であり，決定する時期は，入社後 1
年以内である。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，コア人材を意識した
キャリア形成を行っている。優秀な人にキャリア
パスを提示している。
　コア人材のキャリア形成は，今のところ一定年
齢までに 1 つの職務を身につける方法なため，検
品しかできず経営できない。現在バングラデシュ
人の経営幹部の最高位は，アシスタント GM で
あるが，Deputy GM，将来的には Director まで
させたいので，経営教育が必要と考えている。

5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　前述のように，検品しかできないため，コア人
材の職種としては，法務・特許職を除く，営業職，
総務・人事職，財務・経理職，開発・設計職，生
産・技術職が必要としている。
　コア人材の昇進は，現在は部長クラスまでと考
えている。

6.　コア人材の定着策
　昇進・昇格のスピード，給与・賞与の反映幅の
拡大，能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，報奨
金・奨励金制度がコア人材の定着に有効である。
中でも昇進・昇格のスピードが給与・賞与の反映
幅の拡大と結びつくので，最も有効であると考え
ている。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，限られた資源を有効に活用し，
能力があるものを魅きつけるシステムであるため，
大いに受け入れられると考えている。バングラデ
シュではコア人材の育成が早く行われるとしてい
る。
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事例3　消費関連製造業C社

1.　会 社 概 要
業　　種：帽子・バッグ・小物製品製造
設立年月：2013 年
企業形態：現地企業との合弁（日本側出資 75％）
進出目的：第 1 位安価な労働力，第 2 位逆輸入
現地従業員数：30 人（ホワイトカラー 3 人）
管理職数：3 人（内日本人 1 人）バングラデシュ
人工場長（役員兼任），副工場長（課長相当），日
本人チェアマン代理（生産管理担当）。日本人
チェアマン代理は 2016 年入職。それまで常駐の
日本人はいなかった。
役 員 数：3 人（内日本人 2 人）バングラデシュ
人工場長（株主でもある），日本人役員は日本在
住
　日本人チェアマン代理にヒアリングした。

2.　コア人材のイメージ・充足度
　規模が小さいこともあり，コア人材のイメージ
は課長（副工場長）である。コア人材は，かなり
不足と感じている。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，信用できるので社員による
紹介が多い。
　コア人材の選抜要件は，第一に問題解決力，第
二に洞察力，第三にリーダーシップである。工場
では日々問題が発生するので，問題解決力が重要
である。さらに，皮の原料や金具などが足りない
と納期に間に合わなくなる。納期に間に合わせる
ためには，皮の原料や金具がいつまでにどのくら
い必要となるかという洞察力も重要である。
　コア人材は現地子会社のバングラデシュ人役員

（工場長）が決定する。日本人チェアマン代理も
面接には加わる。決定する時期は，定着率がよく
なく 1 〜 2 年で転職することもあり，入社後 1 〜
3 年は必要である。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，日本本社へ出向さ
せ上位の職務を経験させている。現在の工場長は
これを経験している。
　工場にいるバングラデシュ人従業員は，消極的
で自分のできることしかせず，上昇志向が少ない
ため，コア人材のキャリア形成は，一定年齢まで
に 1 つの職務で高度な専門性を身につける方法し
か取れない。

5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材の職種として，メーカーなのでまず生
産・技術職が必要である。また，税務署との関係
で財務・経理職，税関との関係で法務・特許職も
必要である。
　バングラデシュ人工場長は株主でもあるため，
役員になっているが，それ以外のバングラデシュ
人コア人材に関しては，前述のように，日本人
チェアマン代理は 2016 年に入職して 3 年しか
経っていないので，どこまで昇進可能かわからな
いとしている。

6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大，昇進・昇格のス
ピード，報奨金・奨励金制度，表彰制度，福利厚
生の充実がコア人材の定着に有効である。中でも
給与・賞与の反映幅の拡大が最も有効である。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，人材が流動化する中で有効な
人材育成システムで，ホワイトカラーの選抜に有
効なシステムであるが，選抜のための基準作りや
評価が難しく，またコア人材の要件を満たす人材
が少ないので，あまり受け入れられないと思われ
る。教育のためか，上昇志向が少なく，評価され
たいと感じないようである。また，同社従業員に
限ったことかもしれないが，選抜されることを良
しとしないところも感じられる，としている。
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事例4　建設・不動産業D社

1.　会 社 概 要
業　　種：エンジニアリング
設立年月：2013 年
企業形態：現地企業との合弁（日本側出資 60％）
進出目的：バングラデシュへの技術移転および当
地での人材育成
現地従業員数：5 人（ホワイトカラー 5 人）
管理職数：2 人（内日本人 0 人）
役 員 数：5 人（内日本人 1 人）
　日本でエンジニアリング会社を起こしたバング
ラデシュ人が上記の目的のため，バングラデシュ
に作った会社。
　バングラデシュ人創業者（会長）にヒアリング
した。

2.　コア人材の充足度
　充分であると感じている。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，新聞・求人雑誌等による採
用，他社からのヘッドハント，社員による紹介が
多い。
　コア人材の選抜要件は，第一に語学力（日本へ
派遣するため日本語），第二に洞察力，第三に専
門性である。
　コア人材は現地子会社の特別委員会が推薦し，
バングラデシュ人会長が決定する。決定する時期

は，入社時であるが，マナーから教える必要があ
る。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材を意識し
たキャリア形成を行っている。
　コア人材のキャリア形成は，エンジニアは設計
だけでなく品質等のことも知らなくてはならない
ので，一定年齢までに狭い範囲の職務を経験し，
企業内スペシャリストを育成する方法である。

5.　コア人材の職種と昇進させる職位
　コア人材の職種として，営業職，財務・経理職，
法務・特許職が必要であるが，特に財務・経理職
が必要である。
　前述のように，バングラデシュ人の人材を育成
することが進出目的であるので，コア人材を昇進
させる職位は現地子会社社長はもちろん，自分が
経営している日本本社の役員も可能である。

6.　コア人材の定着策
　能力開発の機会の拡充，報奨金・奨励金制度，
福利厚生の充実がコア人材の定着に有効である。
中でも能力開発の機会の拡充が最も有効である。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，バングラデシュ人のプライド
の関係から，選抜のための基準作りや評価が難し
いが，限られた資源を有効に活用し，ホワイトカ
ラーの選抜に有効なシステムであるので，大いに
受け入れられると思われる。
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事例5　消費関連製造業E社

1.　会 社 概 要
業　　種：繊維製品製造
設立年月：2007 年
企業形態：100% 外資（デンマーク）
従業員数：従業員数 1400 人（ホワイトカラー 70
人，ブルーカラー 1330 人）
役　　員：全員バングラデシュ人

2.　コア人材の充足度
　十分である。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，社員による紹介とインターネット
により採用している。
　コア人材の選抜要件は 1 位学歴，2 位社内での
実績，3 位専門性である。
　コア人材は社長が入社時に決定。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策は社外の研修機関（繊維関係の協会）

への派遣が多い。
　キャリア形成パターンは，経験者は一定年齢ま
でに 1 つの職務で高度な専門性を身につけ，その
分野のプロフェッショナルを育成するキャリアが
多い。

5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材に必要な職種は，1 位営業職，2 位財
務・経理職，3 位開発・設計職，4 位生産・技術
職，5 位法務・特許職の順に必要としている。
　コア人材の昇進は部長クラスが非常に多い。

6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，1 位昇進・昇格の
スピード，2 位能力開発の機会の拡充，3 位表彰
制度が有効である。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われることがあるが，世の中の変
化に対応でき，また人材が流動化する中で有効な
人材育成システムであるため，大いに受け入れら
れると考えている。

バングラデシュにおける現地企業（すべてダッカ）
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事例6　消費関連製造業 F社

1.　会 社 概 要
業　　種：繊維製品製造
設立年月：2008 年
企業形態：すべて国内資本
従業員数：従業員数 3200 人（ホワイトカラー
200 人，ブルーカラー 3000 人）

2.　コア人材の充足度
　かなり余剰と感じている。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，職業紹介機構を通じて募集し，応
募者に面接して採用している。
　コア人材の選抜要件は，1 位専門性，2 位問題
解決力，3 位社内外での実績である。
　コア人材は，オーナー企業であるので社長が，
入社時に決定している。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策はコア人材を意識したキャリア形成を
行っている。
　キャリア形成パターンは，専門性を活かすため，
これまでも今後も一定年齢までに 1 つの職務で高
度な専門性を身につけ，その分野のプロフェッ
ショナルを育成するキャリアである。

5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材の昇進は部長までで，役員以上はオー
ナー一族である。
　必要な職種は生産・技術職である。

6.　コア人材の定着策
　定着策としては，表彰制度と福利厚生の充実が
有効である。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用と時間がかかるが，
ホワイトカラーの選抜に有効で，能力があるもの
を惹きつけるシステムであるため，大いに受け入
れられると考えている。
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事例7　消費関連製造業G社

1.　会 社 概 要
業　　種：繊維製品製造
設立年月：2018 年 12 月
企業形態：外資系企業とのバングラデシュ側の多
数合弁
従業員数：従業員数 326 人（ホワイトカラー 43
人，ブルーカラー 283 人）

2.　コア人材の充足度
　やや不足である。

3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材は，新聞・求人雑誌等，社員による紹
介，インターネットによる採用がやや多い。
　コア人材の選抜要件は，1 位学歴，2 位社内外
での過去の実績，3 位リーダーシップである。
　コア人材の最終決定は人事部門と特別委員会が
行い，入社後 1 年以内である。

4.　コア人材の育成・キャリア形成
　育成施策は，コア人材を意識した能力開発プロ

グラムである。
　キャリア形成パターンは，これまでも今後も一
定年齢までに 1 つの職務で高度な専門性を身につ
け，その分野のプロフェッショナルを育成する
キャリアである。

5.　コア人材の昇進と必要な職種
　コア人材に必要な職種は，1 位生産・技術職，
2 位営業職である。
　コア人材の昇進はオーナー企業であるので，課
長までである。

6.　コア人材の定着策
　給与・賞与の反映幅の拡大と昇進・昇格のス
ピードが非常に有効である。

7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，育成に費用や時間がかかるが，
限られた資源を有効に活用するシステムであるの
で，どちらかというと受け入れられると考えてい
る。

（2019 年 11 月 13 日　受稿）2019 年 12 月 4 日　受理
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